
匝瑳市行政改革大綱（平成２３年度版）の推進結果について 

 

平成２３年度における匝瑳市の行政改革は、これまでの行政改革の推進項目を引き継ぎ、

常に効率的な行財政運営に努め、将来にわたって持続可能で安定した組織の構築に向けて

推進してきました。 

その推進内容として、人件費の抑制や事務事業の見直しなど４３項目の改革項目を掲げ、

３３項目を実施し、約４億５千万円の行政改革効果額を生みました。 

匝瑳市行政改革大綱（平成２３年度版）の推進結果は次のとおりです。 

 

 ・行政改革効果額     ４５３，２７７，３４４円 

 ・改革項目実施数（率）  ４３項目中３３項目（７７％） 

※「実施数」には一部実施を含む。 

 

＜行政改革効果額の内訳＞ 

区  分 行政改革効果額 

１ 定員管理及び給与の適正化並びに組織機構の見直し ９２，３７４，６７５円

２ 事務事業の見直し等 １９，９１１，９００円

３ 民間委託等の推進 ▲３６２，２５０円

４ 第三セクター等の見直し ４６，８２７，７４４円

５ 財政の健全化 ２９４，５２５，２７５円

６ 市民参加による開かれた行政の推進 －

合  計 ４５３，２７７，３４４円

 

＜改革項目実施数(率)の内訳＞ 

区  分 
項目数 
（Ａ） 

実施数 
（Ｂ） 

実施率 
（Ｂ／Ａ）

１ 定員管理及び給与の適正化並びに組織機構の見直し １０ ９ ９０％

２ 事務事業の見直し等 ３ ２ ６７％

３ 民間委託等の推進 ６ ３ ５０％

４ 第三セクター等の見直し ７ ７ １００％

５ 財政の健全化 １０ ８ ８０％

６ 市民参加による開かれた行政の推進 ７ ４ ５７％

合  計 ４３ ３３ ７７％

※「実施数」には一部実施を含む。 
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＜改革項目別の内訳＞ 

 

◎：平成２３年度において新規に実施したもの…………………… ２項目 

○：平成２３年度において実施している（した）もの……………２８項目 

△：平成２３年度において一部実施している（した）もの……… ３項目 

×：平成２３年度において未実施のもの……………………………１０項目 

 

１ 定員管理及び給与の適正化並びに組織機構の見直し（１０項目） 

 改革項目 実施 行政改革効果額 

① 定員管理の適正化 ○ 60,550,000円

② 臨時職員・任期付職員等の活用 ○ －

③ 常勤特別職職員等の人件費の抑制（給料月額・期末手当の削減） ○ 2,107,988円

④ 一般行政職職員の人件費の抑制（管理職手当（病院以外）の削減） ○ 1,283,546円

⑤ 一般行政職職員の人件費の抑制（特殊勤務手当の見直し） ○ 19,950円

⑥ 一般行政職職員の人件費の抑制（時間外勤務手当の削減） ○ 28,413,191円

⑦ 各種委員等の定数の削減及び報酬等の見直し × －

⑧ 定員・給与等の状況の公表 ○ －

⑨ 人材育成の推進 △ －

⑩ 組織機構の見直し ◎ －

合  計 ９ 92,374,675円

 

２ 事務事業の見直し等（３項目） 

 改革項目 実施 行政改革効果額 

① 事務事業の見直し ○ 19,911,900円

② 行政評価システムの導入 △ －

③ 行政マネジメントシステムの構築 × －

合  計 ２ 19,911,900円

 

３ 民間委託等の推進（６項目） 

 改革項目 実施 行政改革効果額 

① 民間委託等指針（仮称）の策定 × －

② 学校給食センターへの民間活力の導入 × －

③ 市バス等の運転業務の全面委託 ○ ▲362,250円

④ 学校用務員の全面委託 ○ 0円

⑤ 公共サービスに関する官民競争入札等の導入の検討 × －

⑥ 指定管理者制度の活用 ○ －

合  計 ３ ▲362,250円
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４ 第三セクター等の見直し（７項目） 

 改革項目 実施 行政改革効果額 

① 第三セクターの経営状況の公表等 ○ －

② 匝瑳市土地開発公社の解散の検討 ◎ －

③ 基準外繰入金の抑制 ○ 46,622,000円

④ 病院事業に係る管理職手当（医師を除く）の削減 ○ 205,744円

⑤ 病院事業に係る時間外勤務手当（医師を除く）の削減 ○ １－⑥に包含

⑥ 病院事業会計制度の見直し ○ －

⑦ 国保匝瑳市民病院改革プランの推進 ○ －

合  計 ７ 46,827,744円

 

５ 財政の健全化（１０項目） 

 改革項目 実施 行政改革効果額 

① 財政の健全化 ○ －

② 市税等の確実な徴収、滞納額の削減等 ○ 263,096,678円

③ 未利用市有地の適正価格による売却処分 ○ 7,112,597円

④ 使用料・手数料の改定、使用料の減免基準の見直し × －

⑤ ホームページ等の広告利用 ○ 419,000円

⑥ 補助金等の整理合理化 ○ 1,897,000円

⑦ 枠配分方式による予算編成 ○ 22,000,000円

⑧ サマーレビューの実施 ○ －

⑨ 公会計の整備 × －

⑩ 市民への財政状況の情報提供 ○ －

合  計 ８ 294,525,275円

 

６ 市民参加による開かれた行政の推進（７項目） 

 改革項目 実施 行政改革効果額 

① 公正の確保と透明性の向上 ○ －

② 電子自治体の構築 △ －

③ 庁内イントラシステムの拡充による職員の情報共有の推進 ○ －

④ 地域協働担当部門の決定及び地域協働担当部門による総合的な地域

協働の推進 
× 

－

⑤ 地域協働を実践するための職員の意識改革 × －

⑥ 民間との事業の共同実施等による協働の推進 × －

⑦ 公共工事の入札・契約に係る情報公開の推進 ○ －

合  計 ４ －
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主な改革項目の推進結果は次のとおりです。 

 

 

▼定員管理                                    

 

○ 職員数の削減（▲６，０５５万円。病院医療職を除く。） 

なお、合併時から平成２４年度までの職員数の推移は次のとおり。 

時点 職員数 削減数 削減率 

平成１８年４月１日 ３９０人 ― ―

平成１９年４月１日 ３７７人 ▲１３人 ▲３．３％

平成２０年４月１日 ３６４人 ▲１３人 ▲３．４％

平成２１年４月１日 ３５２人 ▲１２人 ▲３．３％

平成２２年４月１日 ３３８人 ▲１４人 ▲４．０％

平成２３年４月１日 ３３１人 ▲７人 ▲１．８％

平成２４年４月１日 ３２１人 ▲１０人 ▲２．６％

合計 ▲６９人 ▲１７．７％

 

 

▼給与の適正化                                  

 

○ 市長、副市長、教育長の給料月額及び期末手当を削減（▲２１１万円） 

 給料月額 期末手当 

市 長 ▲１０％ ▲５％

副市長 ▲５％ ▲５％

教育長 ▲５％ ▲５％

 

○ 管理職手当を５％削減（▲１４９万円。医師を除く。） 

○ 時間外勤務手当の削減（▲２，８４１万円） 

 

 

▼組織機構の見直し                                

 

○ 重要政策等の推進に向けた組織体制とするため、企画課内にまちづくり戦略室を設置した

（Ｈ２３．４．１）。 

○ 生涯学習に係る組織体制の充実・強化を図るため、教育委員会生涯学習課生涯学習室に生涯

学習班を設置した（Ｈ２３．４．１）。 

○ 市民の生涯学習の推進及び生活文化の向上を図るため、匝瑳市野栄環境改善センターを廃し、

匝瑳市生涯学習センターを設置した（Ｈ２３．７．１）。 
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▼事務事業の見直し                                

 

○ 子ども手当制度の創設により、こんにちは赤ちゃん給付金支給事業を廃止した（▲５８８万

円）。 

○ 市税納期前納付奨励事業は、特別徴収による納付が対象外となることから不公平感が生じて

おり、県内他市町村でも廃止の方向にあるため、当該事業を廃止した（▲１，４０３万円）。 

 

 

▼民間委託等の推進                                

 

○ コミュニティセンター（９施設）、心身障害者福祉作業所（現・就労支援事業所）、ふれあい

パーク八日市場において指定管理者制度を実施 

○ 学校用務員を全面委託 

○ 市バスの運転業務を全面委託 

 

 

▼第三セクター等の見直し                             

 

○ 匝瑳市土地開発公社を解散した。 

○ 一般会計から病院会計への基準外繰入を抑制（▲４，６６２万円） 

○ 市民病院において、病院改革プランの具体的な取組事項について推進した。主な取組は次の

とおり。 

・乳幼児の預かりサービスの実施 

・内臓脂肪ＣＴ検査の実施 

・アロママッサージの実施 

・医師確保を図るため医師紹介コンサルタント業者１３社と契約 

・女性外来の新設 

・新たに１人の女性医師（非常勤）の招聘 

・ＭＲＩ装置、Ｘ線テレビ装置の更新 

・救急処置室の拡充 

 

 

 5



▼財政の健全化                                  

 

○ 市税の確実な徴収に努めるとともに、市民負担の公平性の確保の観点から、滞納額の削減に

努めた。滞納繰越分の徴収額は次のとおり。 

市  税 １億２，０５０万円 

国 民 健 康 保 険 税 １億３，７７３万円 

保 育 所 保 育 料 ２８４万円 

給 食 費 １２０万円 

市 営 住 宅 使 用 料 ８３万円 

合  計 ２億６，３１０万円 

 

○ 未利用市有地の売却（７１１万円） 

○ 広報そうさ、ホームページ、市内循環バスに広告を掲載（４２万円） 

○ 納税貯蓄組合交付金など６件の補助金等を削減した（▲１９０万円）。 

○ 「枠配分方式※」により事務事業の見直しを行った（▲２，２００万円）。 

※「枠配分方式」とは、その年度に見込まれる予算枠をあらかじめ各課に配分し、その範囲内

で予算編成をする方式です。 
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